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＜要 旨＞

本研究は、心身症等による不登校児童生徒の総合的支援のために、医療・教育・家庭の連携シス

テムの構築が必要であり、その実態を明らかにすることを目的とした。予備調査では、病弱特別支

援学校（ 校）から回答が得られ、保護者支援では「傾聴・受容」「丁寧な説明」等が多く、医療

機関との連携では、「情報共有の困難」「日程調整の難しさ」などの課題が示された。本調査におい

て、不登校児童生徒の保護者（ 名）と病弱特別支援学校の教員（ 名）を対象に半構造化インタ

ビュー調査を実施し、修正版グランデッド・セオリー・アプローチ（ ）により分析を行った。

家庭と学校との連携では、教育的ニーズや発達段階に応じた支援の必要性が示され、医療機関との

連携では、専門的見解に基づく継続的な支援や包括的な情報共有の実態が明らかになった。教員か

らは、家庭や医療との連携における課題として、即時的な情報伝達や三者間の共通理解の困難が挙

げられ、其々の専門性を活かしながら円滑な情報共有の必要性が示唆された。今後は医療機関と教

育、家庭の一体化を図るための、連携モデルの構築と人的資源の配置の検討が望まれる。
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【はじめに】

1990 年代以降から病弱教育における不登校児

童生徒の実態と支援体制に関する動向が変わり、

心身症や情緒及び行動の障害のある児童生徒の

占める割合が 26.9％と最も高く（全国病弱教育研

究連盟、2005）、心身症のうち、不登校が 62.4％

も認められている（宮本、1994）。心身症等によ

る不登校の経験をもつ児童生徒に対して、将来の

自立や社会参加に向けた支援が重要視され、その

ためには各専門機関等の連携、子ども個人・家

庭・学校・地域への支援のあり方など構造化・階

層化された支援が求められているが、このような

具体的な研究や実践はあまり見当たらないのが

現状である。 

以前は、病気による長期欠席からの不登校経験

のある児童生徒が病弱特別支援学校に在籍して

いたが、近年は心身症等による不登校児童生徒が

多く在籍しており、病弱特別支援学校では対応で

きる具体的な指導法とツールが求められている。

特に、心理的な安定を図るための心理療法的な関

わりが求められ、教育分野だけでない専門性の向

上が必要である。そのため、複合的な要因の把握

と心身症等による不登校児の治療のために医療

機関からの所見とアセスメント等による情報か
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ら教育支援に活かすことがある。 

学校不適応などで心身の不調を抱える身体虚

弱の子どもがいる中で、法令上は病弱教育の対象

になっているのにも関わらず、実際には対応が行

われなかったり自治体によって異なることがあ

る。そのため、病気による長期欠席の実態把握と

支援の具体化が求められている（猪狩、2021）。

また、身体症状の著しい不登校の場合、早い時期

に医療機関で診断をうけ、身体疾患の判断を行う

必要があり（齊藤ら、1997）、2 次的な症状への

予防が求められる。教育機会確保法（2017）によ

り、不登校児童生徒が行う多様な学習活動の実情

を踏まえ、個々の状況に応じた必要な支援を行う

ことが求められている中で病弱教育における学

びの保障の視点から支援のあり方について考え

て行きたい。特に、病弱教育では医療と連携して

個々に応じた支援と環境調整が基盤にあり、本人

と保護者、他機関等の連携を図りながら社会的自

立に向けた指導を行うことは今後の不登校支援

においても必要（村枝ら、2017）である。本研究

では、病弱特別支援学校と医療機関、本人、保護

者が連携できるシステム構築と円滑なコミュニ

ケーションのための具体的な方策を検討する。 

予備調査では、病弱部門がある特別支援学校、

病弱特別支援学校を対象に保護者支援および医

療機関との連携に関する実態調査を行い、24 校

（回収率：15.38％）から回答が得られた。その

結果、現在行っている保護者支援について、定期

的な面談（18 件、75.0％）、懇談会（6 件、25.0％）

等が多く行われており、特に配慮している保護者

支援について、傾聴・受容（7 件、29.2％）、丁寧

な説明（5 件、20.8％）、連絡帳のやりとり（3 件、

12.5％）等であった。保護者が必要としている福

祉・医療・進路等の情報の入手方法について、進

路担当との連携（14 件、58.3％）、直接入手（7

件、29.2％）、養護教諭との連携（6 件、25.0％）、

他機関連携（5 件、20.8％）、医療機関との連携（3

件、12.5％）等であり、医療機関との連携する上

での課題について、直接相談できない（5 件、

20.8％）、連絡の取りづらさ（4 件、16.7％）、情

報交換の困難（4 件、16.7％）、共通理解が図りに

くい（4 件、16.7％）、日程調整が難しい（3 件、

12.5％）等であった。医療機関と円滑に連携を図

るためのツール/準備されたシステムの必要性に

ついて、「強く感じる」が 10 件（41.7％）、「少し

感じる」が 11 件（45.8％）、「特に感じない」が 3

件（12.5％）であった。必要性を感じる 21 名に

どのようなツールやシステムが必要かについて

尋ねたところ、「チャット機能がある」「簡単で気

軽に共有できる」が 6 件（28.6％）、「電話機能が

ある」と「個人情報の保護ができる」が 2 件（9.5％）、

「入院の状況把握ができる」「体調の共有ができ

る」「使いやすい」「相互の情報の共有ができる」

が 1 件（4.8％）であった。予備調査により、病

弱特別支援学校における保護者支援や医療機関

との連携の実態と課題が明らかになった。医療機

関と連携する上で情報を共有するための手段が

限られており、コミュニケーションの取り方にお

ける困難さから教育と医療における双方向のツ

ールの必要性が示唆された。また、医療機関と連

携する上でのツールやシステム導入についてチ

ャット機能や個人情報が保護された簡易で使い

やすい情報共有手段の整備を求めていることか

ら、医療情報を教育的支援に適切に反映させるた

めの取り組みの重要性が示された。 

以上を踏まえ、病弱教育における心身症等のあ

る不登校児童生徒の総合的支援のために、医療・

教育・家庭の三者が各機関の専門性を活かしたタ
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イムリーかつ柔軟に情報共有できる新たな連携

システムの構築が必要だと考えられる。児童生徒

の社会的自立に向けた実効性の高い支援体制の

構築のために今後それぞれの視点からさらなる

検討を行っていく。また、教育と医療の連携シス

テムの場合、地域の実情に応じた取り組みが行わ

れており、まずは各自治体における支援体制や取

り組みの現状に関する具体的な事例を集約し明

らかにする必要がある。本研究では A 地域におけ

る心身症等による不登校児の治療（医療機関）と

教育（学校・学級）、支援（家庭・福祉）の一体

化を図り、社会的自立に向けた病弱教育における

「医療・教育・家庭の連携システム構築」の視点

からの検討を行う。 

【方法】

（１） 対象者：不登校児童生徒の保護者 2 名、

病弱特別支援学校の教員 4 名 

（２） 手続き：対象者に対して研究趣旨を説明し、

了解を得た上でインタビュー調査への協力

を依頼し半構造化面接を行った。また、半構

造化面接の手法を取り予め設定していた質

問項目に沿った質問と、必要に応じて適宜質

問項目以外の質問を行った。 

（３） 質問項目：保護者に自身及び子どものこと、

医療機関との連携、学校との連携等について

質問した（表１）。教員には、自身及び児童

生徒のこと、医療機関との連携、家庭との連

携等について質問した（表２）。 

（４） 倫理的配慮：インフォームドコンセントに

従い、研究趣旨を説明し、了解を得た上で調

査への協力を依頼した。インタビュー調査は、

対象者の了解を得て録音した。個人情報に十

分留意し、倫理的配慮を行った。なお、浜松

学院大学倫理委員会（浜学研倫 2025-01）に

おいて承認された上で実施した。 

表１ 保護者への質問項目 

表２ 教員への質問項目 
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（５） 分析方法：インタビュー調査の内容を修

正版グラウンデッド・セオリー・アプロー

チ（以下、 と示す）によって分析し

た。 は、木下康二によって提唱され

た質的分析法である。 の特徴につい

て木下は、切片化の方向での厳密さの重視

ではなく研究者の問題意識に忠実にデー

タをコンテキストでみていき、そこに反映

されている人間の認識や行為、そしてそれ

に関わる要因や条件などをていねいに検

討していくやり方（木下、 ）であると

述べており、グラウンデッド・セオリー・

アプローチとの大きな違いとして、データ

の文脈の理解を重視し、データの切片化を

しないことを強調している。具体的には、

インタビュー調査から得たデータを研究

目的に該当する箇所を抜き出し、分析ワー

クシートを用いて「概念」を生成し、類似

する概念をまとめる（カテゴリー化）（栁

沼・石井、 ）という分析方法である。

【結果】

保護者（2 名）および教員（4 名）へのインタ

ビュー調査の内容を M-GTA で分析し、分類した。 

保護者（B、C）の子どものプロフィール、受診

歴、生活学習上の困難と相談先について表３にま

とめた。保護者 A の子どもは 16 歳、男子、定時

制の高校に在学中、保護者 B の子どもは 13 歳、

女子、中学校に在学中である。家庭における学校

との連携および支援（表 4）について、「子ども

の特性に応じた個別的アプローチ」「相互理解に

基づく支援システム」「教育的ニーズに対する環

境整備」「小学校の段階」「中学校の段階」「高

校の段階」に分類された。家庭における医療機関

との連携および支援（表 ）について、「子ども

の発達特性の包括的理解」「多角的な支援アプロ

ーチ」「発達段階に応じた継続的支援」に分類さ

れた。

病弱特別支援学校の教員（4 名）の特別支援学

校の勤務歴の平均は 18.75 年（SD = 9.00 年）、病

弱特別支援学校の勤務歴の平均は 6年（SD = 2.58

年）であった。教員の担当学部はそれぞれ小学部、

中学部、高等部、小・中学部訪問教育であった。

児童生徒の特徴について、表 6 に示す。 

 

表 保護者 B、C の子どものプロフィール、

受診歴、生活学習上の困難と相談先 
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表 4 家庭における学校との連携・支援 

表 5 家庭における医療機関との連携・支援 
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病弱特別支援学校の教員と家庭との連携につ

いて、インタビュー内容を「情報共有方法」「保

護者のニーズ」「支援内容」「連携の目的」「連携

における課題」にコード化し、具体例を表 7 に示

した。病弱特別支援学校の教員と医療との連携に

ついて、「連携方法」「情報共有内容」「支援目標」

「課題」にコード化し、表 8 に示した。 

 
表 6 児童生徒の特徴 

 

表 7 学校と家庭の連携 
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表 8 学校と医療機関の連携 

【考察】

本研究では心身症等による不登校児の治療（医

療機関）と教育（学校・学級）、支援（家庭・福

祉）の一体化を図り、社会的自立に向けた病弱教

育における「医療・教育・家庭の連携システム構

築」のため、A 地域における実態調査を行った。 

不登校児童生徒の保護者のインタビューによ

り、学校との連携および支援にあたっては各学校

段階に応じた支援体制の違い、特性に応じた支援、

教育的ニーズに応じた支援、学校と医療が連携し、

それぞれの専門性に応じた支援の実態が明らか

になった。医療機関との連携および支援では、医

療の専門的アプローチによる支援方法や総合的

な情報共有、継続支援が行われていることが明ら

かになった。病弱の特別支援学校の教員のインタ

ビューにより家庭および医療機関との連携の実

態が明らかになり、その課題として、情報伝達の

複雑さや即時的な情報共有の必要性、保護者との

三者間における効果的な情報共有など、円滑のコ

ミュニケーションのためのツールやシステムの

必要性が示唆された。

A 地域では、病弱特別支援学校に在籍している

児童生徒は発達障害を有することが多く、入院治

療を受けながら小中学部に在籍している。そのた

め、家庭及び医療機関と連携をする上で「限られ

た在籍期間」が共通的に挙げられた。在籍してい

る際には、特別支援学校と医療機関との連携がス

ムーズに行われているが、原籍校へ復学する場合、

学校と医療との連携が課題になることが考えら

れる。心身症等があり、学校適応に課題がある児

童生徒においては、教育と医療のそれぞれの専門

性を活かしたサポートが必要であり、本人の意思

を尊重しながら、保護者との連携を図っていくこ

とが重要である。松野ら（2025）は小児科クリニ

ックに「医療教育コーディネーター」を配置し、

発達の課題によって起きる集団不適応や不登校、

対人関係のトラブル等、学校生活に悩みを持って

相談に来院している子どもに対して、学校の仕組

みや実態を熟知している立場から学校における

環境調整等の助言を行っている。このように、医

療教育コーディネーターが授業観察を通して学

習や生活の様子を整理し、医師とのカンファレン

スで方向性を確認し、保護者へ様子を伝えること

によって、学校・家庭・医療機関が一貫した支援

を行うことができる。今後は、医療機関と教育、

家庭の一体化を図るための、ツールや人的資源の

検討が期待できる。 
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